
【東証スタンダード/名証メイン：1439】

第６回・第７回新株予約権
発行に関する補足説明資料



目次

１．ファイナンスの背景と目的

２．長期ビジョン「Vision 2030 forward 300」

３．中期経営計画（2021年度～2023年度）

４．第６回・第７回新株予約権（本新株予約権）の概要

５．本新株予約権の資金使途

６．本新株予約権の行使イメージ

７．本新株予約権のスキームの特徴

８．（参考）本新株予約権の概要

1



１．ファイナンスの背景と目的

【ファイナンスの背景と目的】

当社グループは、今後のさらなる業容拡大と安定的な経営基盤構築を目指すため、長期ビジョン

「Vision 2030 forward 300」を策定し、2030年度に連結売上高300億円達成を目指すべく、 ２つの

スローガン「住まいサポートから暮らしサポートへ」及び「日本全国の暮らしをリノベーションする企

業集団へ」を掲げております。

加えて、東京証券取引所による新市場区分の創設に関し、スタンダード市場の上場維持基準である「流

通株式時価総額10億円」を恒常的に達成するため、流通株式数の増加や株価上昇を図る必要があります。

長期ビジョンを達成するための道標として中期経営計画を策定しており、その中で掲げる基本方針に基

づく「競争力強化」として新規事業の創設、「成長拡大戦略」として、新規営業エリア獲得のためのＭ

＆Ａ及び投資対効果の高いＭ＆Ａを実行することにより、当社グループの収益力強化及び事業規模拡大

をスピーディーに達成する必要があります。

当社グループの収益力強化及び事業規模拡大に資するＭ＆Ａ投資を確実に実現するため、本資金調達に

より十分な自己資金を確保し財務基盤を強化するとともに、スタンダード市場における上場維持基準を

達成することを目的といたします。
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2030年に売上高300億円達成を目標に事業拡大に注力

新規M＆A

不動産

新築

リフォーム

2021年度 2022年度 2023年度 2025年度 2030年度・・・

Ｍ＆Ａによる事業拡大

新事業の創設

68億円
99億円

150億円

300億円への挑戦

82億円

「Vision 2030 forward 300」 を達成するための２つのスローガン

既存事業に隣接する領域に、

お客様に新しい価値を提供する新事業を創設

＜住まいサポートから暮らしサポートへ＞

住宅関連総合企業へ発展

＜日本全国で暮らしをリノベーションする企業集団へ＞

Ｍ＆Ａやアライアンスで大きな企業集団となることで

持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に努める

リフォーム会社の「連合体」を結成

中期経営計画

売上高の構成（イメージ図）

・

【当社グループが2030年に目指す姿】

２．長期ビジョン「Vision 2030 forward 300」
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住まいサポートから暮らしサポートへ

既存事業に隣接する領域に、お客様に新しい価値を提供する新事業を創設して、４つ目・５つ目の事業

の柱とし、これまでの「住まいづくり」というハードのみならず、お客さまの暮らしを支えるサービス

等のソフトも取扱う住宅関連総合企業を目指します。

暮らしに関するすべてを
サポートする

「住宅関連総合企業」

住宅リフォーム

新築住宅

【住宅に関する社会問題の解決】

中古住宅+リノベーションの推進

付加価値型の中古住宅の流通を活性化する
ことよって空き家問題の解決を目指す

不動産

【長期ビジョン達成に向けた取組み①】

【住宅に関する多様なサービス】

リースバック事業など

老後資金対策や建物保全サービスなど、安
心・安全な暮らしができるサポート

【新たな収益モデルの確立】

法人向けリフォームへの参入

培ったノウハウを活かし、法人向けに展開
することで安定した収益モデルを実現

２．長期ビジョン「Vision 2030 forward 300」
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既存事業に隣接する

新事業の創設



日本全国の暮らしをリノベーションする企業集団へ

当社が培ってきたお客さまとの関係構築や集客のノウハウを、全国の優良中小工務店と共有することに

よって、その地域にとって無くてはならない存在となることを目指します。Ｍ＆Ａやアライアンスで大

きな企業集団となることによって、積極的なIT投資を行うとともに購買力を強化し、持続的な成長と中

長期的な企業価値の向上に努めてまいります。

２．長期ビジョン「Vision 2030 forward 300」

【長期ビジョン達成に向けた取組み②】

労働集約性が高く、職人の確保が必要な建設業

にとって、新規営業エリアをスピーディーに獲

得するためにはＭ＆Ａが最も有効な手段の一つ

【新規営業エリア獲得のためのＭ＆Ａ】 【投資対効果の高いＭ＆Ａ】

住宅リフォーム事業を主業とする企業と連合す

ることで、シナジーを発揮する

ノウハウの共有

人材の確保

構築された
サプライチェーンの活用

購買力の強化

当社グループ 全国の中堅・
中小工務店
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３つの基本方針

長期ビジョン「Vision 2030 forward 300」を実現するための基盤づくりとして、 2021年度を初年

度とする中期経営計画を策定し、３つの基本方針を掲げ、当社グループ全体の収益構造を強化するとと

もに、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に結びつく計画としております。

競争力強化

・既存営業エリアの拡大と深耕

・新規営業エリアの獲得（Ｍ＆Ａ）

３．中期経営計画 （2021年度～ 2023年度）

成長拡大戦略

・人材力の強化

・新規事業の創出

環境変化への対応力強化
・機動的な営業体制の構築

・財務基盤の強化

【中期経営計画の基本方針】
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2022年12月期
第３四半期末時点

ファイナンス後

流通株式時価総額 約10億円 約24億円

自己資本（純資産） 約15億円 約20億円
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４．第６回・第７回新株予約権（本新株予約権）の概要

【本件ファイナンスの概要】

第６回新株予約権

調達金額 2.25億円

行使価額 1,500円

株式数 150,000株

第７回新株予約権

調達金額 2.7億円

行使価額 1,800円

株式数 150,000株

行使期間：2022年11月28日～2025年11月27日

※本新株予約権が全て行使されたと仮定した場合の数値です。

140％増

33％増



具体的な資金使途 金額 支出予時期

約５億円

【第６回新株予約権】
2024年７月～2024年12月

【第７回新株予約権】
2025年１月～2025年12月

５．本新株予約権の資金使途
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【資金使途】

当社グループと同業種

・住宅リフォーム事業

・新築住宅事業

・不動産流通事業

〈検討対象業種〉

当社グループとシナジーが見込まれる周辺事業

・将来の機動的かつ戦略的なＭ＆Ａ投資に備えた資金調達

・１年に１社程度、１社あたりの投資金額は２億円から10億円程度の

Ｍ＆Ａを実施予定
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６. 本新株予約権の行使イメージ

当社株価が①1,500円、②1,800円を上回った場合にのみ各新株予約権が行使される
新株予約権行使の可能性

株価

②行使価額
1,800円

①行使価額
1,500円

第７回新株予約権第６回新株予約権

流通株式

時価総額

18億円

流通株式

時価総額

24億円

※上記株価推移のグラフはイメージであり、当社株価が上記の通りに推移することを約束するものではありません。
※流通株式時価総額は各新株予約権が全て行使されたと仮定した場合の数値です。

【本新株予約権の特徴】



７．本新株予約権のスキームの特徴
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【スキームの特徴】

・行使価額は固定されており、修正されない（当社が転換権を行使した場合を除く）

・行使価額は①1,500円、②1,800円に固定されており、それらを上回った場合に新株予約権が行使さ

れる

行使価額の固定

・行使価額が固定されているため、行使による調達金額も総額５億円で固定されている

（当社が転換権を行使した場合を除く）

調達金額の固定

・当社が必要と判断した場合には、取締役会決議により行使価額修正型へ転換が可能

・但し、この場合でも下限行使価額750円より低い価額では行使されない

行使価額修正型への転換オプション付き（当社の裁量権）

・対象株式数は300,000株で固定されており、将来的な市場株価の変動により潜在株式数が変動するこ

とはない

・当社株価が行使価額を下回る場合、原則として新株予約権の行使がなされず、希薄化は生じない

希薄化規模の限定

※詳細につきましては、2022年11月９日付開示のプレスリリース「第三者割当による第６回新株予約権及び第７回新株予約権（行使価額修正型新株予約権転換権付）
の発行に関するお知らせ」及び同日付提出の有価証券届出書をご参照ください。



行使価額の固定
・行使価額は固定されており、修正されない（当社が転換権を行使した場合を除く）

・行使価額を①1,500円と②1,800円に固定

➡当社の業績及び株価上昇見通しに基づく資金調達を実現

７．本新株予約権のスキームの特徴
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【行使価額の特徴】

現状株価よりも
高水準

・今後３年間における当社株価の２段階の目標水準として設定

・当社株価の上昇タイミングを捉えた調達スキーム

➡足下での希薄化を回避しつつ、段階的な自己資本増強を実現

上場維持基準の
恒常的達成

・第６回新株予約権行使完了時点での流通株式時価総額は18億円

・第７回新株予約権行使完了時点での流通株式時価総額は24億円

➡スタンダード市場の上場維持基準「流通株式時価総額10億円以上」の恒常的達成

※詳細につきましては、2022年11月９日付開示のプレスリリース「第三者割当による第６回新株予約権及び第７回新株予約権（行使価額修正型新株予約権転換権付）
の発行に関するお知らせ」及び同日付提出の有価証券届出書をご参照ください。

「Vision 2030 forward 300」の実現に向けた

グループ全体の収益拡大を目指す



８．（参考）本新株予約権の概要
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第６回新株予約権 第７回新株予約権

発 行 概 要

発 行 方 法 マッコーリー・バンク・リミテッドに対する第三者割当

ス ト ラ ク チ ャ ー 固定行使価額新株予約権（行使価額修正型への転換権付）

調達予定額（差引手取額） 約217百万円 約262百万円

潜 在 株 式 数 150,000株 150,000株

発行済株式総数に対する割合※ 11.22％ 11.22％

行 使 期 間 2022年11月28日～2025年11月27日（３年間）

行 使 価 額

当 初 行 使 価 額 1,500円 1,800円

行使価額修正型への転換権 あり

転換権行使後の下限行使価額 750円

その他

取 得 条 項 （ コ ー ル ）
当社取締役決議により、15取引日前に割当先に通知をした上で、発行
価額と同額で本新株予約権の全部又は一部を取得することができる

不 行 使 期 間
行使期間中、５取引日前までに割当先に通知をした上で、合計４回まで
設定可能。各回10連続取引日以下とし、各不行使期間の間は少なくとも
10取引日空ける

譲 渡 制 限 当社取締役会の承認がない限り第三者に譲渡されない

取 得 請 求 （ プ ッ ト ）

1)20連続取引日間の出来高加重平均価格が466円を下回った場合、
2)20連続取引日間の１取引日当たりの平均売買出来高が279株を下回っ
た場合、3)証券取引所における取引が５連続取引日以上停止されている
場合には、割当先は、当社に通知することにより、本新株予約権の全部
又は一部を取得するよう請求できる

優 先 交 渉 権 等 あり

※2022年11月９日現在の発行済株式総数1,336,420株に対する割合
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本資料に記載した内容等は、資料作成時における当社の判断であり、その情報の正確性、

完全性を保証または約束するものではありません。また、業績見通し及び将来予想につい

ても、資料作成時点において入手可能な情報に基づいた内容であり、今後の事業領域を取

りまく経済状況、市場の動向により、実際の業績とは異なる場合があります。

投資を行う際には、ご自身の判断において行っていただきますよう、お願いいたします。

免責事項

【本資料に関するお問い合わせ先】

株式会社安江工務店 IR担当

〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄2-2-23 アーク白川公園ビルディング

ＴＥＬ：052-223-1100（代）

E-mail : kabushikijimu@yasue.co.jp

ＵＲＬ：https://www.yasue.co.jp

mailto:kabushikijimu@yasue.co.jp
https://www.yasue.co.jp/contact/index_ir.php

